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「保護する責任」の履行、リビアの事例
上　田　秀　明
リビアに対する国際社会の介入が、「保護する責任」の履行であるとの
観点から最近の事例について整理してみたい。
１．
2011年の初頭にチュニジアに始まり、エジプト、イェメン、リビアに
波及した「アラブの春」といわれる「民主化」のうねりが続いている。リ
ビアで独特の独裁政治体制を長年維持してきたカダフィ大佐の政権は、9
月でほぼ崩壊し、10月はじめ現在で最後の抵抗を続けているが、9月の国
連総会ではすでに反カダフィの暫定政権が正統政府と認められた。リビア
以外の国々では、民衆の民主化を求める運動に対して取り締まる側の治安
当局や軍が政権側を見限って反政府側についたことで政権が交代したもの
で、外国からの干渉や介入が決定的な役割を担ったとは見られない。もち
ろん、国連人権委員会や安全保障理事会での弾圧非難の動きや欧米諸国を
中心とする国際世論の圧力が一定の役割を果たしたことは指摘できる。と
ころがリビアにおいては事情が異なり、反カダフィ勢力は2月には東部の
ベンガジでは支配権を握ったものの、カダフィ政権側が空爆を行うなどの
鎮圧行動を強化し、西部の首都トリポリでは狙撃兵を使ってデモ隊を襲撃
し、戸別捜査でデモ参加者を拘束するなど徹底した鎮圧行動に出た。この
政権側の攻撃を阻止するために、3月17日の国連安保理決議に基づいて
西側諸国が空爆を行ったことにより、反政府側が盛り返しようやく8月に
トリポリの支配権を獲得した経緯がある。
8 （811）
２．
3月 17日の安保理決議1973号は、東日本大震災の直後であったため、
日本での注目度はさして高くはなかったが、国際社会が「保護する責任」
（responsibility to protect、略して R2P）を履行しつつある事例として国際
的には注目されている。
国際社会（といっても欧米先進国）は、1990年代初めの旧ユーゴの紛
争での民族浄化やルワンダの虐殺などに際して無力感を味わい、90年代
末にコソヴォや東チモールで再び同様の事態に直面した際に、「人道介入」
について議論を活発化した。NATOは、国連における議論が進展しない間
に、コソヴォにおけるユーゴスラビア側の民族浄化の行動を看過できない
として、安保理決議がないまま、加盟国の空軍によりユーゴスラビア側の
軍事施設を中心に爆撃を実施した（1999年 3月 24日から6月11日まで）。
NATOはこの行動を「国際的な人道危機」への対処のためであると理由付
けた。
このような情勢下で紛争下の文民の保護について安保理の議論が行わ
れ、9月にアナン国連事務総長の報告が出され、続いて9月17日に「武
力紛争下の文民の保護」についての安保理決議が行われた
（ 1 ）
。
さらにアナン事務総長は、9月の総会においていかなる時に人道的な軍
事介入が行われるべきかをより明確にすることを呼びかけた。これを受け
て、カナダの提案で「介入と国家主権についての国際委員会（ICISS）」が
設置され、2001年 12月に報告書を提出した。その要点は、「国家主権は
責任を意味し、人々を保護する主要な責任は国家自身にある。しかし、内
戦などにより民衆が深刻な被害を受けている際に、当該国家が被害を回避
したり防止しようとせず、又はすることができない時には、国際社会によ
る『保護する責任』が不干渉原則に優越する。」とするもので、その根拠
を国際の平和と安全の保障に関する安保理の権限（国連憲章24条）や国
際人道法、人権諸条約上の義務、これまでの国際慣行に求めていた。さら
に、安保理が決定できない場合には緊急特別総会の決定による行動を可能
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とすべきとし、地域機構による行動も後刻の安保理の承認を条件に認めら
れるとの提言も含まれていた
（ 2 ）
。
註
（１） 安保理決議 S/RES/1265(1999)、文民の保護に関する国連の動きについて
は、清水奈名子「冷戦後の国連安全保障体制と文民の保護」日本経済評論社、
2011年参照
（２） “THE RESPONSIBILITY TO PROTECT”, REPORT OF THE INTER-
NATIONAL COMMISSION ON INTERVENTION AND STATE SOVEREIGNTY,
DECEMBER 2001
この報告書の解説は、堤功一「保護する責任―介入と国家主権についての
国際委員会報告書」、立命館法学2002年 5号、川西晶夫「『保護する責任』と
は何か」、国会図書館レファレンス2007年 3月号を参照
３．
カナダは、この課題を2000年の国連ミレニアム総会における人間の安
全保障の扱いの経緯を踏まえ、2005年のミレニアム総会フォロウアップ
のための世界首脳会議での合意事項にすべく活発な外交を展開した。その
ころ日本は、人間の安全保障を打ち出しており、カナダの目指すところが
人間の安全保障の一側面ともいえることは理解しつつも、途上国の反発を
考慮して、意識的に2つの概念を分けて議論した経緯がある
（ 3 ）
。
カナダの提案について欧州の先進国は介入の決定は安保理決議に求める
との前提で支持する国が多かったが、米国は自国の行動が国連における規
準により規制されるのを嫌い必ずしもカナダの動きを支持しなかった。ロ
シアや中国およびインドなどの途上国は伝統的国家主権を尊重する立場か
ら国際的干渉を認めるこのようなアプローチに反発した。これらの立場の
相違から議論は錯綜したが、国際の平和と安全に関する安保理の権限は侵
さないとの前提で、ミレニアム開発目標実現のための支援や平和構築委員
会の設置などの課題で途上国の要望を入れるなどして総合的な調整が行わ
れた結果、首脳会議の成果文書に、保護する責任と人間の安全保障がとも
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に文章化された。
すなわち保護する責任については、「大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化お
よび人道に対する犯罪から人々を保護する責任」との見出しの下に、次の
文言となった。
138．各々の国家は、大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化及び人道に対す
る犯罪からその国の人々を保護する責任を負う。この責任は、適切
かつ必要な手段を通じ、扇動を含むこのような犯罪を予防すること
を伴う。我々は、この責任を受け入れ、それに則って行動する。国
際社会は、適切な場合に、国家がその責任を果たすことを奨励し助
けるべきであり、国連が早期警戒能力を確立することを支援すべき
である。
139．国際社会もまた、国連を通じ、大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化
及び人道に対する犯罪から人々を保護することを助けるために、憲
章第6章及び8章にしたがって、適切な外交的、人道的及びその他
の平和的手段を用いる責任を負う。この文脈で、我々は、仮に平和
的手段が不十分であり、国家当局が大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化
及び人道に対する犯罪から自国民を保護することに明らかに失敗し
ている場合は、適切な時期に断固とした方法で、安全保障理事会を
通じ、第7章を含む国連憲章に則り、個々の状況に応じ、かつ適切
であれば関係する地域機関とも協力しつつ、集団的行動をとる用意
がある。我々は、総会が、大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化及び人道
に対する犯罪から人々を保護する責任及びその影響について、国連
憲章及び国際法の諸原則に留意しつつ、検討を継続する必要性を強
調する。我々はまた、必要に応じかつ適切に、大量殺戮、戦争犯
罪、民族浄化及び人道に対する犯罪から人々を保護する国家の能力
を構築することを助け、また、危機や紛争が勃発する緊張に晒され
ている国家を支援することにコミットする考えである
（ 4 ）
。
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註
（３） 日本とカナダは、「人間の安全保障」をミレニアム総会の議題にするよう
に働きかけたが、主権への介入を嫌う途上国の反対で議題にすることはでき
なかった。しかしながら、ミレニアム宣言において、「 I．価値と原則の5.と
6.」、「V．人権、民主主義および良い統治」および、「VI．弱者の保護」の各項
目で、開発・貧困撲滅で途上国の主張を入れた「ミレニアム開発目標」が設
定されると共に、人権・民主主義・良い統治と弱者の保護で先進国の主張が
入れられた。2005年の世界首脳会議に向けては、日本とカナダが互いの立場
の違いを認識しつつ協力し、人間の安全保障と保護する責任をともに成果文
書に含めることに成功した。
（４） 国連文書A/60/L.1、“2005 World Summit Outcome”、邦訳は、外務省、「2005
年世界サミット成果文書（仮訳）」による。人間の安全保障については、パラ
グラフ143で、「我々は、人々が、自由に、かつ尊厳を持って、貧困と絶望か
ら解き放たれて生きる権利を強調する。我々は、全ての個人、特に脆弱な人々
が、全ての権利を享受し、人間としての潜在力を十分に発展させるために、
平等な機会を持ち、恐怖からの自由と欠乏からの自由を得る権利を有してい
ることを認識する。このため、我々は、総会において人間の安全保障の概念
について討議し、定義付けを行うことにコミットする。」との文言で、継続的
な検討事項とされた。
４．
この成果文書の合意を踏まえ、2009年 1月に「保護する責任の履行」
に関する事務総長報告が発表された。これは、上記成果文書の合意を敷衍
して説明するもので、大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化及び人道に対する犯
罪という4つの事例を列挙し、これらから国民を保護する責任が第1義的
には国家にあることを強調し、そのための国家の能力を向上させるために
国際社会が協力すべきであると指摘した上で、国際社会の対応について
は、国家がこれら4つの事例が発生しているにもかかわらず明らかに保護
を提供できない場合に、適切な時期に断固とした方法で、集団として対応
するのは加盟国の責任であるとしている。そして、対応振りについては、
何もしないかあるいは武力行使かという二者択一の選択である必要はな
く、憲章第6章の平和的手段、第7章の強制的な手段、および／あるいは
12 （807）
第8章の地域的取極との協力を含むとしている
（ 5 ）
。
この論議は、グローバル化が進む世界において、国家主権、とりわけ内
政不干渉原則と人類普遍の原則たる人権・人道の理念との衝突を浮き彫り
にし、グローバル・ガヴァナンスの観点からも厄介な課題である。国際法
がここまで発展しており、国家の基本的な権利義務とされて来たものも絶
対的ではないことを示しているわけだが、R2Pの適応は「言うは易く、行
うは難し」とみられてきており、現にこれまでスーダン情勢をめぐって
は、中国が難色を示していた。
註
（５） 国連文書 A/63/677　“Report of the Secretary-General: Implementing the 
 responsibility to protect, Follow-up to the outcome of the Millennium Summit,
 Integrated and coordinated implementation of and follow-up to the outcomes of the
major United Nations conferences and summits in the economic, social and related
fields.”　邦訳「保護する責任の履行、事務総長報告」国連広報センター
５．
ところが、チュニジア、エジプトに続き、リビアで民主化を求める民衆
の運動が起きた際に、カダフィ政権が空軍力をも用いてこれを弾圧するに
及んで、安保理は、2月26日の決議1970号において、カダフィ政権によ
り「一般市民に行われている広範かつ組織的な攻撃は人道に対する罪と同
然でありうると考慮」するとし、「国民を保護するリビア当局の責任を想
起」するとした上で、リビア当局に暴力の停止を求め、同国の状況を国際
刑事裁判所の検察官に付託することを決定した
（ 6 ）
。
さらに、事態が悪化するのを見て、3月17日の決議1973号では、「国
民を保護するリビア当局の責任を繰り返し表明し」、依然として続く弾圧
行為が「人道に対する罪と同然」でありうると考慮し、「事態は国際の平
和および安全に対する脅威を構成すると認定して」、「憲章7章に基づいて
行動する」と前置きした上で、即時停戦を要求し、加盟国に「文民および
13（806）
文民居住地区を守るために……必要なあらゆる措置を講じる権限を付与」
するという決議を採択したのである（このほかに、リビア領空におけるす
べての飛行の禁止ゾーンの設置、貨物検査の実施、航空機の離発着の禁
止、制裁対象の追加指定を決定
（ 7 ）
）。
この決議は、英、仏が主導し、米など10カ国が賛成し、中国、ロシア
は棄権に回った。これまでカダフィにはあまり奇矯な振る舞いが多く、ア
ラブ連盟も見限った感があり、このような介入を支持したので、中、露も
拒否権を行使しなかったものと見られている
（ 8 ）
。
潘基文事務総長は、3月17日付で声明を発表し、「安保理は歴史的決定
を行った。1973決議は、その政府によって犯された暴力から市民を保護
する責任を果たすとの国際社会の決意を明々白々に確認した。」と指摘し
ている
（ 9 ）
。
これに基づき、米、英、仏、伊など各国空軍（途中からNATOの責任
で行うとされた）による大掛かりな爆撃が開始されて、「文民の保護に当
たる」ことになった。
註
（６） 国連文書　S/RES/1970（2011）、邦訳は国連広報センター暫定訳
（７） 国連文書　S/RES/1973（2011）、邦訳は国連広報センター暫定訳
（８） 賛成国は；米、英、仏、ガボン、コロンビア、ナイジェリア、ボスニア・
ヘルツェゴビナ、ポルトガル、南アフリカ、レバノン、棄権は、ロシア、中
国、インド、ドイツ、ブラジルであった。アフリカのナイジェリア、南ア、
アラブのレバノンが賛成している一方で、ドイツとインドが棄権に回ってい
るのが興味深い。
（９） SG/SM/13454
６．
この決議1973号は、確かに保護する責任に言及した画期的な決議であ
る。国連憲章にはこのような形での国際社会による特定国への介入につい
ての明確な言及が無いので、安保理が係る根拠として、「国際の平和及び
14 （805）
安全に対する脅威である」との伝統的アプローチに依拠している。そして
決議の目的は、「停戦の即時確立、暴力ならびに文民に対するあらゆる攻
撃および虐待の完全な終焉を求める」ものであり、「リビアの主権、独立、
領土保全および国の統一については安保理が公約」するとしており、カダ
フィ政権の打倒ないし排除は直接には言及されていない。また、リビア領
域内への外国軍の占領は除くとしているので、地上部隊によるカダフィ軍
の排除は考えられていない。
この決議に基づきNATO諸国による空爆が行われたものの、当初はカ
ダフィの態度からみて、政権交代が無くては保護する責任も果たせないの
ではないかと考えられ、いったいどこまで国際社会が介入すれば目的が達
成できるのか、いかなる事態になったら平和と安全への脅威にならなくな
るのかなど、終結点の見極めには微妙なものがあり、予断を許さない状況
であった。保護する責任の概念を擁護する人々は、このようなケースに適
用できなければ R2Pの意味がなく、ここが正念場であると見ていた。批
判する者は、欧米の価値観に基づく安易な介入を許すことになるし、武力
諸勢力が国際社会の支援を得るためにむしろ衝突をおこすとの見方まで
あった
（10）
。
国際社会による保護する責任を履行するためにNATOの空爆が続けら
れたが、それによって実態上はカダフィ政権の打倒が実現されたといえ
る。2011年 10月 20日にカダフィの死亡が確認されたが、報道によると、
出身地である中部のシルトから脱出を図ったカダフィの車列がNATOの
空爆にあい、退避したが、反政府側によって拘束され護送途次に死亡した
とのことである。文字通りNATOの空爆によってカダフィ体制に終止符
がうたれたのである。国際的に最終的な幕引きを行うためには、安保理に
おいて、R2Pの履行について評価し、終結を宣言するなどの措置が必要と
思われる。また、今後の国造りのためには平和構築委員会に付託するなど
国連の関与が必要となろう。
15（804）
註
（10） R2Pの正念場と見る意見、Ramesh Thakur、“UN breathes life into ‘respon-
sibility to protect’” http://www.thestar.com/printarticle/957664など、また、紛争
激化になるとの見方は、The Economist, “Responsibility to Protect, The Lessons 
of Libya”, May 21st. 2011
７．
このような経過が今後の国際関係にどのような影響を及ぼすであろう
か。
保護する責任の履行の際に主権の一部が制限されることが正当化された
意味は大きく、欧米先進国からみれば一歩前進と言える。
しかし、今やリビアと同様の事態になりつつあるシリアについてはどう
対応するのかという喫緊の問題がある。2011年 10月4日、安保理は、英、
仏、独、ポルトガルが提案した、シリア政府に市民に対する武力行使の停
止を求め、表現の自由など基本的人権を認めて反政府側と交渉による解決
をはかることをよびかけるとともに、30日以内に憲章41条の措置（経済
制裁措置）を含むオプションを検討する用意があるとする決議案を採決
し、米国を始め9カ国が賛成、4カ国が棄権であったが、ロシアと中国が
反対したため、否決された。基本的人権の重大な侵害に対する懸念を表明
しているが、保護する責任には直接言及していない案文でも露、中は拒否
権を行使したのである
（11）
。これには、シリアも含めて民主化が進めば、現実
問題として、パレスチナ問題について「民衆の声」を無視できなくなり、
イスラエル周辺諸国の政権が反イスラエルの強硬方針を採らざるを得なく
なり、地域の平和と安全がむしろ脅かされる可能性もあるという複雑な背
景がある。
さらには、北朝鮮の状況、ロシアや中国における少数民族「弾圧」につ
いてはどうかという問題がある。両国とも自国内の事例については拒否権
を発動するであろう。途上国側は、いずれにせよ国内問題についてリビア
のような国際社会からの介入は排除したいのが本音であり、P-5の国内問
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題には R2Pが適応されないのであればダブルスタンダードだと非難しつ
つ、全般的にR2Pを発動することに後ろ向きになると思われる。
このように、R2Pの履行にはまだまだ解決すべき多くの課題があり、当
面リビアのケースが例外的なケースにとどまることも考えられる。
なお、R2Pは、人間の安全保障の1側面であると見ることができよう
が、人間の安全保障に関する事務総長報告（2010年 3月）においては、
「武力行使は人間の安全保障の適用には予想されていない」として R2Pと
区別している。日本としては、R2Pのための武力行使に参加することには
制約があるが、今後の国連活動への参画の観点から検討を要するところで
あり、少なくとも関連する難民支援などには人間の安全保障の観点から一
層の協力が求められると考える。
註
（11） 安保理のプレス発表、SC/10403
（2011年 10月 20日記）
